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第２期鳥取県庁障がい者活躍推進計画（案）に係るパブリックコメント実施結果について 

令和７年２月２１日 

人 事 企 画 課 

 

鳥取県庁障がい者活躍推進計画の計画期間（Ｒ２～６年度）満了に伴い、第２期計画（Ｒ７～１１年度）の策定

について検討を進めるに当たり、計画案をお示しし、パブリックコメントを実施しました。 

その結果及び計画（案）を報告します。 

 

１ パブリックコメントの実施状況 

（１）意見聴取期間：令和６年 12 月 18 日（水）～令和７年１月８日（水） 

（２）周知方法：とりネットへの掲載、新聞広告の掲載（12 月 21 日（土））、県庁県民課、各総合事務所県民福祉

局、日野振興センター日野振興局、東部・八頭庁舎、県立図書館及び各市町村窓口にチラシ配架 

（３）応募件数５５件（意見数：５８件） 

  ＜内訳＞  

項目 件数 

計画全体への意見 15 件 

Ⅰ 鳥取県庁障がい者活躍推進計画について １件 

Ⅱ 本県における障がい者雇用等の状況 ０件 

Ⅲ これまでの取組を更に推進するための目標設定及び新たな方策 12 件 

Ⅳ 障がい者の活躍推進に向けた取組 18 件 

その他（計画とは直接関係のない意見） 12 件 

 

２ 主な意見と対応方針 
 ※凡例 「対応済」：すでに取組を行っているもの、計画に盛り込んでいるもの。 
     「反映しない」：反映しないもの、反映困難なもの。 
     「その他」：御意見として伺うもの 

 

（１）計画全体  

意見概要 対応方針 考え方 
障がい者だけでなく、職員全員に活躍推進
計画を向けて欲しい。 

その他 「輝く女性活躍推進プログラム」、「子育てに
やさしい職場づくり推進プログラム」等別の
計画で職員の働きやすい職場づくりに取り組
んでいる。 

計画を立てる上で当事者の意見なしではい
いものが作れないと思うので本人、家族、
周囲の方の意見を反映させてほしい。 

その他 障害者就業・生活支援センター等、障がい者
雇用の実態をよく知る専門機関の意見を反映
している。 

 

（２）「Ⅰ 鳥取県庁障がい者活躍推進計画について」  

意見概要 対応方針 考え方 
定期的な状況報告が必要。 対応済 毎年度、６月１日時点の障がい者雇用の状況

や取組内容をとりネットで公表している。 

 

（３）「Ⅲ これまでの取組を更に推進するための目標設定及び新たな方策」  

意見概要 対応方針 考え方 
障がい者雇用率の目標 3.7％は低すぎる。
全国１位を目指すべき。 

反映しない 令和６年６月時点の都道府県知事部局におけ
る雇用率の最大値は 3.63％であり、3.7％は
決して低い目標ではない。 
※本県は全国３位（3.51％） 

機会を増やし、意欲のある方には一人でも
多く就業の場を確保して欲しい。 

対応済 従来の事務作業補助だけでなく、研究機関の
技術作業補助など、職域の拡大を進めている。 
新たな職域の拡大に際しては、専門機関と意
見交換しながら障がいのある職員の担う業務
を選定の上、採用試験を実施している。 

適応する職種も無いのに採用枠を増やすの
は疑問。障がい者でもできる仕事や職種が
あれば採用すべき。 

対応済 
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定着率 100％では１人の離職でも達成出来
ない。実現可能な数値とすべき。 

反映しない 定着率の算定に当たっては、本人希望の転職
等の場合を除くこととしており、県での就労
を希望される方については、職場とのミスマ
ッチによる離職等をなくすことを目標に掲げ
ることとする。 

マニュアル作成、人事評価は次期計画を待
たず速やかに取り組めばよい。 

対応済 令和６年度に「障がい者雇用推進チーム会議」
を２回開催し、関係機関の意見を聞きながら
作成に向けた準備を進めている。 

数値目標を達成することは大切とも思う
が、質的な評価もしていかなければならな
い。 

対応済 雇用率のみならず、障がい者雇用に係る取組
状況全般について障がい者雇用推進チーム会
議に報告し、専門機関の御意見をいただいて
いる。 

   ※電子アンケートにおける障がい者雇用率に係る意見 

    現状（3.51％）より ①引き上げたほうがよい 47.1％ ②現状維持でよい 49.9％ ③引き下げたほうよい 3.0％ 

 

（４）「Ⅳ 障がい者の活躍推進に向けた取組」について  

意見概要 対応方針 考え方 
障がい理解のための研修について、職員の
受講率 100％を目標にすべき。 

その他 引き続き全職員に受講するよう働きかける。 

職場の人への周知等のフォローが大事。 対応済 研修等により、職員全体が障がいへの理解を
深めることとしている。 
また、障がいのある職員に意向に沿って、職
場へも当該職員の障がいの情報を伝えている
（職員本人が希望しない場合は伝えない）。 

ステップアップの支援において、正職員以
外は最長５年となっているが、もっと柔軟
な施策があってもよい 

その他 会計年度任用職員としての任用の柔軟化につ
いては、他の職との均衡を考慮して検討する。 

障がい者は通勤が大変であり、支援が必要
ではないか。 

その他 通勤態様を踏まえ、必要な配慮を行っている。 
例：勤務公署敷地内の駐車場利用の許可、公
共交通機関の時間を考慮した勤務時間の設定 

県内に特別支援学校があるので学生向けの
雇用のことを盛り込んだ方がよい 

反映しない 学生に限定せず、幅広い障がいのある方を対
象にしている。なお、特別支援学校に対して
は、県の採用情報は提供している。 

 

３ 第２期鳥取県庁障がい者活躍推進計画（案）について 

 別紙のとおり 
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Ⅰ 鳥取県庁障がい者活躍推進計画について 

 

１ 計画のねらい 

 

   改正障害者雇用促進法が令和２年４月１日に施行され、地方自治体においても事業所としての「障

がい者活躍推進計画」の策定が義務付けられたことを踏まえ、「鳥取県庁障がい者活躍推進計画」を

策定し、令和２年度から６年度までを計画期間として障がい者の活躍推進を進めてきたところです。 

 

   本県では、障がい者を対象にした集合型のワークセンターの開設や正職員採用試験の精神障がい

者枠の設定など先導的な取組を進め、法定雇用率を大きく上回っているところではありますが、雇用

率の更なる向上はもとより、引き続き障がいのある職員がいきいきと活躍できる職場づくりを進め

ていくことが重要です。 

 

   ついては、障がいのある職員の障がい特性を各職場がしっかり理解し、その職員の職務遂行能力

が最大限に発揮することができるよう、県庁全体を挙げて障がいのある職員がより一層活躍できる

職場づくりに取り組むため、第２期鳥取県庁障がい者活躍推進計画を策定します。 

 

 

２ 計画期間 

 

   この計画は、法第７条の３第１項に基づく障がい者活躍推進計画とし、計画期間は、令和７年度か

ら令和１１年度までの５年間としています。 

   なお、計画期間内においても、毎年度、実施状況の点検及び点検結果を踏まえ、必要に応じて計画

の見直しを行うものとしています。 

 

 

３ 周知・公表 

 

   策定又は改定を行った計画は、鳥取県職員イントラネットへの掲載等により、全ての職員に対し

て周知するとともに、県のホームページに掲載するなど、適切な方法で公表します。 
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Ⅱ 本県における障がい者雇用等の状況 

 

１ 本県の障がい者雇用のあゆみ 

平成 ６年度 〇身体障がい者対象の職員採用試験（常勤）を実施 

平成１９年度 〇本庁において、知的障がい者ワークセンターを試行的に設置 

 ・知的障がい者３名を研修生として受入 

 ・実施期間２ヶ月（平成 19 年 12 月 12 日～平成 20 年２月 12 日） 

平成２０年度 〇本庁舎にワークセンターを設置し、民間就労に向けての経験を積む「チャレ

ンジ雇用」として位置づけ（３名を非常勤職員として雇用） 

平成２１年度 〇本庁舎ワークセンターの拡充（６名に増員） 

〇中部・西部総合事務所ワークセンターを設置（各２名雇用） 

平成２２年度 〇東部総合事務所ワークセンターを設置（２名雇用） 

平成２５年度 〇ワークセンターの制度等の見直しを行うため、「障がい者雇用の促進のため

の検討会」を設置 

 ・障害者就業・生活支援センター、障害者職業センター等の関係機関と障が

い者の制度見直し・処遇改善に向けた議論を開始 

〇身体障がい者対象の非常勤職員（事務）採用試験を実施 

平成２６年度 〇ワークセンターの採用を「チャレンジ雇用」から「一般雇用」に位置づけを

見直し 

〇ワークセンターの採用対象に精神障がいを追加 

平成２８年度 〇知的障がい・精神障がい対象の職員採用試験（常勤）を実施 

 ※正職員（事務）の精神障がい者枠の設置は、都道府県で初 

平成２９年度 〇障がいのある職員の意欲や能力に応じて、集合配置のワークセンターから個

別配置の事務補助業務へのステップアップの仕組み導入に向けて、ワークセ

ンター職員の個別配置の試行実施（１名） 

令和 ２年度 〇鳥取県障がい者活躍推進計画を策定 

〇障がい者雇用推進チーム会議の開催（毎年） 

〇障がいのある職員相談窓口の設置 

〇障がいのある職員の意欲や能力に応じて、集合配置のワークセンターから個

別配置の事務補助業務へのステップアップの仕組みを整備 

〇本庁舎ワークセンターの拡充（７名に増員） 

令和 ５年度 〇知的障がい者を対象とした正規職員の採用試験について、特別支援学校高等

部（知的障がい）卒業生（見込み含む）であれば手帳の有無に関わらず受験

できるよう、試験内容の見直しを実施 

令和 ６年度 〇本庁舎ワークセンターの拡充（９名に増員） 

〇水産試験場ワークセンターを設置（１名雇用） 
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【ワークセンターの概要】 

     （１）設置目的：知的障がい者・精神障がい者の雇用促進（最長５年雇用） 

     （２）現行体制：１４名（本庁９名、東部庁舎２名、中・西部総合事務所各２名、水産試験場

１名） 

     （３）実施業務： 

（ア）本庁、東部庁舎、中・西部総合事務所 

文書、郵便物の集配、会議資料の丁合、ラベル貼り、シュレッダー作業等 

（イ）水産試験場 

調査・研究に係る補助作業（魚種選別、魚の体長・体重測定、データ入力等） 

     （４）勤務形態： 

（ア）本庁、東部庁舎、中・西部総合事務所 

週 30 時間（１日６時間） ※H26 までは週 29 時間 

（イ）水産試験場 

週 30 時間以内（１日６時間以内） 

 

 

２ 障がい者雇用率の推移                      （単位：％） 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

障がい者 

雇用率 

2.39 2.65 2.95 2.92 3.17 3.21 3.25 3.29 3.32 3.42 3.48 3.51 

法定雇用率 2.30 2.50 2.60 2.80 

     

 

Ⅲ これまでの取組を更に推進するための目標設定及び新たな方策 

 

１ 計画の数値目標（知事部局） 

項目 現状 

（令和６年度） 

目標 

（令和１１年度） 

障がい者雇用率 ３．５１％ ３．７０％ 

※国の指針に基づいて、５年間の計画期間で目標を設定（法定雇用率は、令和８年７月までに現行

の２．８％から３．０％になる予定） 

 

項目 現状 

（令和５年度） 

目標 

（令和１１年度） 

定着率 ９３．２％ １００．０％ 

※定着率は当該年度中に採用した職員のうち、当該年度末まで在籍していた職員の実人数の割合 

※本人都合による転職等は除く。 
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２ 職場定着等に向けた新たな方策 

項目 新たな方策 

推進体制の整

備 

〇業務支援員用マニュアルの作成及び研修の実施 

 業務支援員用のマニュアルを作成するほか、時機を捉えて研修を実施するこ

とで支援員としての能力向上につなげる。 

職場定着及び

キャリア形成 

〇障がい者雇用に係る人事評価の充実 

障がいのある職員の勤務に対するモチベーションの向上及び今後のキャリ

ア形成に役立てるため、業務支援員が行う人事評価をより適正なものとする

ための研修を充実する。 

 

Ⅳ 障がい者の活躍推進に向けた取組 

 

１ 推進体制の整備 

  （１）障がい者雇用推進チームの新設 

障害者就業・生活支援センター、障害者職業センター、特別支援学校等の関係機関で構成し、

障がいのある職員に対する職場定着に向けた具体的取組みの検討や本計画のフォローアップ等

を行う。 

＜障がい者雇用推進チームの構成員＞ 

【関係機関】 

・障害者就業・生活支援センターしらはま 

・障害者就業・生活支援センターくらよし 

・障がい者職場定着推進センターあしすと 

・障害者就業・生活支援センターしゅーと 

・鳥取労働局 

・鳥取障害者職業センター 

 

【学校関係】 

・県立特別支援学校（県立米子養護学校、県立琴の浦特別支援学校） 

 

【県関係課】 

・総務部行政体制整備局人事企画課 

・福祉保健部ささえあい福祉局障がい福祉課 

・商工労働部雇用人材局雇用・働き方政策課 

・教育委員会事務局教育総務課、教育人材開発課 

・ワークセンター所管課 
（総務部総合事務センター庶務集中課、東部地域振興事務所、中・西部総合事務所、水産

試験場） 
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  （２）障がい者雇用推進者の選任（法第 78 条第１項） 

人事企画課長を「障がい者雇用推進者」として選任し、障がい者活躍推進計画の取組を推進す

る。（令和元年９月６日選任済） 

 

  （３）障がい者職業生活相談員の選任（法第 79 条第１項） 

人事企画課の障がい者就業生活に関する業務を担当する職員を「障がい者職業生活相談員」と

して選任し、障がいのある職員からの職業生活全般における相談及び指導を行う。 

 

  （４）障がい者支援職員のスキルアップ 

ワークセンター及び障がい者配置所属において障がいのある職員の支援を行う職員を対象と

したスキルアップ研修を実施し、障がい特性に応じたきめ細やかな支援を行う。 

また、ワークセンターで勤務する業務支援員用にマニュアルを作成するほか、時機を捉えた研

修を実施することにより支援員としての能力向上につなげる。 

 

  （５）障がい者相談窓口の設置 

障がいのある職員本人や、職場で支援にあたる職員が相談できる窓口を人事企画課内に設置

し、個別相談に応じるとともに、案件によっては障害者就業・生活支援センターと連携して対応

する。 

 

  （６）障がい理解の促進 

     障がいのある職員とない職員が共に働きやすい職場環境の整備を図るため、全ての所属を対

象とした障がい特性への理解を深める研修を開催する。特に、新たに採用した職員を個別の所属

に配置する場合には、当該者の意向等を踏まえながら職場理解を深めるための研修を実施する。 

 

  （７）障がい者雇用に係る意見交換会の実施 

     障がいのある職員を配置している所属などで意見交換の場を設けて、キャリアアップに向け

た取組の好事例の横展開や、共通する課題を確認し合うなど、職場定着に向けた取組を展開す

る。 

 

 

２ 職務の選定・マッチング等 

  （１）採用前面談の実施 

障がいのある職員の活躍を推進していくため、障がい特性や職務遂行能力等を把握し、障がい

者本人の考え等を踏まえながら、業務の的確なマッチングを行う。 

 

  （２）管理職員との面談の実施 

職員本人と所属長との年２回の定期面談等を通じて、職員本人の職務遂行状況や習熟状況等

に応じて、職場内で業務内容の見直しなどを臨機に行っていく。 
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  （３）人事担当者との面談の実施 

新たに採用され個別所属に配置した職員については、職員本人と所属長との面談に加えて、人

事企画課の人事担当者が定期的に、職員本人と所属長に面談し、業務への適応状況を丁寧に確認

し、早期適応に向けて取り組んでいく。 

 

  （４）新たな業務の選定 

障がいのある職員の活躍の場を拡げるため、障がい者雇用に係る意見交換の場等を活用しな

がら、障がいのある職員が、一層活躍することができる業務の掘り起こしを進めていく。 

 

 

３ 職場環境の整備 

  （１）施設及び機器等の整備 

多目的トイレ、スロープ、エレベーター、休憩室等の施設や、音声読み上げソフト、筆談支援

機器等の就労支援機器の整備により、障がいの程度や特性に配慮した就労環境を構築する。 

 

  （２）管理職員との面談の実施（再掲） 

職員本人と所属長との年２回の定期面談等を通じて、職員本人の職務遂行状況や習熟状況等

に応じて、職場内で業務内容の見直しなど臨機に行っていく。 

 

 

４ 職場定着及びキャリア形成 

  （１）募集・採用 

特別支援学校や関係機関等へ試験情報をタイムリーに伝え、障がい者が必要な情報を得られ

るよう対応する。 

また、身体・知的・精神の障がい種別ごとに採用枠を設け、障がい種別に応じた試験科目の設

定や試験時の配慮を行う。 

（例）耳栓、ノイズキャンセリングヘッドホンの使用、展示対応、音声読み上げ用パソコンの

用意、介助員の同席 等 

 

  （２）採用前実習の実施 

常勤職員の採用試験の合格者は、当該者の就業経験に応じて正式採用前に、業務適応を確認す

るための「採用前実習」を実施し、早期の職場適応を支援する。 

 

 

  （３）ならし勤務の実施 

フルタイム就業の経験がない者は、本人の希望に応じ、フルタイム勤務となる正式採用前に、

短時間の勤務から開始する「ならし勤務」を可能とする。 
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  （４）ステップアップの支援 

障がいのある職員の意欲や能力に応じて、集合配置のワークセンターから個別配置の事務補

助業務へのステップアップの仕組みを整備する。 

 

Ｓｔｅｐ１ 会計年度任用職員（ワークセンター・集合配置） 

      勤務形態：週３０時間 

    任用期間：最長５年間 

      支援方法：専任の支援員の配置あり 

      業務内容：文書収受、資料などの発送準備、シュレッダー 等 

 

Ｓｔｅｐ２ 会計年度任用職員（事務補助・個別配置） 

      勤務形態：週３０時間又は月１７日 

    任用期間：最長５年間 

      支援方法：ナチュラルサポート（専任の支援員を配置せず、職場全体でサポート） 

      業務内容：正職員が行う事務の補助や軽作業的な業務（文書作成、文書収受、 

資料などの発送準備 等） 

 

Ｓｔｅｐ３ 会計年度任用職員（一般事務・個別配置） 

      勤務形態：週３０時間又は月１７日 

    任用期間：最長５年間 

      支援方法：ナチュラルサポート（専任の支援員を配置せず、職場全体でサポート） 

      業務内容：正職員が行う業務のうち、定型的な業務（各種施策の実施、申請に対

する許認可、予算の執行、経理、庶務等） 

 

Ｓｔｅｐ４ 正職員（一般事務・個別配置） 

      勤務形態：フルタイム 

    任用期間：無期雇用 

      支援方法：ナチュラルサポート（専任の支援員を配置せず、職場全体でサポート） 

      業務内容：事務全般（各種施策の企画立案と実施、申請に対する許認可、予算の

編成・執行、経理、庶務等） 

 

  （５）人事管理面の配慮（小休止の弾力的運用等） 

障がいの特性から生じる疲労の回復を図るため、１日につき１時間以内の小休止行為の弾力

的運用を行う。 
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  （６）キャリア形成 

職員本人の状況を確認しながら、公務現場での活躍を推進するため、必要な実務研修、向上研

修等の教育訓練を企画する。 

また、研修等の実施にあたって、障がいの特性に応じた必要な配慮を行う。 

 

  （７）その他の人事管理 

定期的な面談の設定や人事担当者による声掛け等を通じた状況把握・体調配慮を行うととも

に、勤務に対するモチベーションの向上及び今後のキャリア形成に役立てるため、適正な人事評

価を行っていく。 

また、中途障害者（在職中に疾病・事故等により障害者となった者をいう。）について、円滑

な職場復帰のために必要な職務選定、職場環境の整備等や通院への配慮、働き方、キャリア形成

等の取組を行う。 

 

 

５ 優先調達等 

障がい者就労施設等の受注の機会を確保するために制定された「障害者優先調達推進法」の趣旨

を踏まえ、障がい者就労施設等から優先的に物品及び役務を調達することにより、障がい者の活躍

の場の拡大を推進する。 
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令和６年度第１回県有施設・資産有効活用戦略会議の開催結果について 
令和７年２月２１日 

  行 財 政 改 革 推 進 課 
 

県有施設・資産の適正管理、戦略的活用の方策などを検討するため設置している「県有施設・

資産有効活用戦略会議」を開催しました。 
 
１ 日 時 令和７年１月３０日（木） 

２ 出席者 副知事（座長）、各部局長 等 

３ 概 要 
［議題］天神川流域下水道事業等にかかるウォーターＰＰＰ導入検討について 

天神川流域下水道にかかるウォーターＰＰＰ※１の導入について一次検討を実施した。 
※１ ウォーターＰＰＰ 

水道・工業用水道・下水道に係るコンセッション方式（運営権を事業者に設定する方式）及び管理・更新一体
マネジメント方式（維持管理・更新について長期間の包括委託をする方式）の総称。 

下水道については「ウォーターＰＰＰ」の導入を令和８年度末までに決定済みであることが令和９年度以降
の汚水管改築の社会資本整備総合交付金の交付要件とされた。 

（検討条件）事業者意見等を考慮し、スケールメリット獲得の観点から中部１市４町の公共下水道・
農業集落排水事業等との共同導入を想定（市町と合意済み）。各事業の処理場・ポンプ場・
管路施設のすべてを検討対象とする。 

 
【会議の結論（一次検討結果）】 

整備及び運営にウォーターＰＰＰ手法の導入が有効であると考えられるため、民間委託による導
入可能性調査（二次検討）を実施すべき。なお、調査に当たっては以下の点に留意すること。 
・管理・更新一体マネジメント方式だけでなく、コンセッション方式も含めて、有効な手法の検討

を行うこと。 
・実質的費用負担者である市町と情報共有及び意見交換を密に行いながら、検討する必要がある。 

 
【事業規模】※市町（倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町）分を含む 

・施設改修費 約 148 億円（広域化分を除く） ※２次検討の際は広域化にかかる事業費を含んで検討 
・年間運営費(人件費、運営費等)8.5 億円/年 ・年間収入(市町村負担金、利用料金等)9.3 億円/年 

  
【評価内容】 

・ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入により、ＶＦＭ※２が 1～10％程度（約 1～7.4 億円）期待できる。 
  （既に指定管理者制度を導入しており、事業者の聞取りからも維持管理について削減効果は大きく

ないと想定されるが、工事に係る経費節減は一定程度出るものと想定） 
  ・なお、ウォーターＰＰＰ導入により汚水管改築に社会資本整備総合交付金（補助率 50%）が充当

可能であることを勘案した場合、ＶＦＭは 26％～32％程度（27.3 億円～33.9 億円）と想定 
※２ ＶＦＭ：従来の方式と比べてＰＦＩ方式等によった場合に総事業費をどれだけ削減できるかを示す割合 

 
【有識者の主な意見】   

〇辻 琢也 一橋大学 大学院法学研究科教授 

〇根本 祐二 東洋大学 ＰＰＰ研究センター長 
  〇橋本 玄 総務省地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業アドバイザー 
        （アドバイザー派遣としてではなく有識者として意見聴取) 

・ＰＰＰ/ＰＦＩの検討に必要な手順を正しく踏んで適切に検討がなされている。 
・下水道は既に委託等を行っており、ＰＰＰの導入で維持管理費が大きく削減されるものではない。 
・技術者確保の観点から、公社の関わり方を考える必要がある。 
・公社が何らかの形で関わることを条件化することは考えられるが、競争性を阻害する要因となり
得るため、導入可能性調査において事業者意見をよく聞いておくこと。 

・一般論として、事業者からは管路の更新はウォーターＰＰＰに含めないでほしいとの意見もある。
その場合整備事業の範囲が少なくなりＶＦＭが出にくくなるかもしれない。 

 
【ウォーターＰＰＰと広域化（施設統廃合）のスケジュール（想定）】 

年度 汚水処理施設等の統廃合 ウォーターＰＰＰ 
令和６年度 地元の意向確認(３月頃） 第一次検討（本会議）において方針決定 

令和７年度 
関係市町との基本合意（案） 
基本合意締結 

第二次検討（コンサル業者による導入可能
性調査）の実施（Ｒ７当初予算で提案中） 

令和８年度 
「鳥取県天神川流域下水道事業の設置等に関する条例」の改正 

（統廃合関係）              (ＰＰＰによる管理期間の変更等） 
 募集要項の公表(交付金の交付要件充足) 

令和９年度 全体計画・事業計画の変更 事業者選定、契約締結、業務引継の実施 
令和 10 年度以降 ウォーターＰＰＰ導入開始（～R19 年） 
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